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成14年 度に実施 した青森県内の児童 ・高齢者、障害者関

連の社会福祉施設 を対象 にした調査では、7割 以上の施

設が具体 的なサービス情報の提供が可能である ととも

に、県や市町村 といった公的機関が情報 を集約 してデー

タベース化 し県民に公開することを望んでお り、県民 に

より身近な自治体が推進主体 となって、情報 リテラシー

等にも配慮 しつつ、その他様々な制約を改善 しなが ら地

域福祉情報 システムを構築 ・運用 してい くことが最善で

ある と考えられた。
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青森県における周産期保健の

　 現状と課題に関する研究
～乳児死亡率の改善に向けて～
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る気運が高 まっている。 しか し各 自治体の現状 に関する

今回の調査では、利用者の主体的なサー ビス選択を援助

することを目的 とは している ものの、詳細なサービス情

報等の情報化 は進んでお らず、様々な制約か ら基本情報

等の提供 にとどまっている実態が確認された。一方、平
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I.は じめに

　研究班は保健福祉の立場から、研究のミッシ ョンを「青

森県における新生児 を健やかに育てる。良好な予後と、

豊かな母子関係 を得 る」 とし、基本戦略 として 「乳児死

亡への予防 と対策を見出す」 とし、平成14年 度 を 「15年

以後の研究の基礎資料を作成す るための年」と位置づけ、

「乳児死亡原因の詳細な分析」 を取 り上げた。

Ⅱ.目 的

　研究目的は得 られた乳児死亡に関するデータを統計学

的に分析することにより、 この問題の背景にある原因を

明らかにす ることである。

Ⅲ

.研 究方法

　データ分析 は平成11年 ～13年 の青森県 こどもみらい課

で調査 した乳児死亡に関する資料 を利用 した。平成11年 、

12年、13年 のデータをそれぞれ単年度で分析するために

は、症例数は少数であったため、3年 分 を一括 して、178

例中データの不明な2例 を除いた176名 について検討 を

行った。
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Ⅳ.結 果お よび考察

1.平 成11年 、12年 、13年 に お ける青 森県 の乳 児死亡 数

　　 はそれぞれ67名 、63名 、48名 で 年 々減少 して いた。

　　乳児死 亡率 は平 成11年 度 、12年 度 、13年 度 で はそれ

　　 ぞれ5.1、5.0、3.7で あ り、全 国乳 児死亡 率 は平 成11

　 　 年度 、12年 度 、13年 度 で はそれ ぞれ3.4、3.2、3.1で

　 　全 国順 位 はワース ト1位 、1位 、7位 であ った。新

　　生児死 亡率 は平 成11年 度 、12年 度 、13年 度 で はそれ

　　 ぞれ3.5、3.6、2.2で あ り、全 国新生児死 亡率 は1.8、

　 　 1.8、1.6で 全 国順位 は ワー ス ト1位 、1位 、5位 で

　　 あった。加藤1)は 乳 児 あ るいは新生児 の生死 は母体

　　 の健 康状態 、養育条件等 の影響 を強 く受 けるため、

　　 これ らの指標 は、 その地域 の経 済 ・教 育や保健 医療

　　 の程 度 を反 映す る指標 と して考 え られ る と してい

　　 る。

2.死 亡 乳児 の生存 日数 が7日 未 満は94名(53.4%)で

　 　 あ った。

3.厚 生 労働省 に よる死 因別分類 に従 うと、青森 県乳児

　　死 亡の死 因別デ ー タの上位3項 目は平 成11～13年 い

　　づ れの年 も 「周産期 に発生 した病態」、 「先天 奇形 、

　　 変形及 び染色体異常」、「不慮 の事故」の順 で あった。

4.先 天 性疾患 と して18ト リ ソ ミー5名(2.8%)、 ダ ウ

　　 ン症候群3名(1.7%)、13ト リ ソ ミー3名(1.7%)、

　 　 染色体異常3名(1.7%)、 先 天性心 ・血管疾 患28名

　 　 (15.9%)、 そ の他11名(6.2%)が 挙 げ られた。

5.妊 娠 中の 喫煙 は 「有 り」14名(7.9%)、 「無 し」118

　 　名(67.0%)、 「不 明」44名(25.0%)で あ った。喫

　　煙症例 は少 なか った ため、 タバ コと乳児死 亡 との有

　　意 な関連 は得 られなか った。

6.周 産 期 リス ク因子 の クロス集計 を表1に 示 した。

　　それぞ れの リス ク間相互 の関連 をみ た。妊娠時 リス

　　ク:分 娩 時 リス クで はR=0.397、 妊 娠 時 リス ク:

　 　新 生児 リス クで はR=0.510、 分 娩時 リス ク:新 生

　　児 リスクで はR=0.436で 有 意の相 関 を示 した。アプ

　　ガー スコア1分 値 は在胎 週数 、出生体 重 に大 き く関

　　わ ってお り、 また生存期 間 に大 き く関わ っていた。

　　ア プガ ース コア1分 値:在 胎 週 数 はR=0.310で あ

　　り、 ア プ ガー ス コ ア1分 値:出 生 児体 重 で はR=

　 　0.362と 有 意 の高 い相関 を有 していた。

　　在 胎 週 数 と出 生 児体 重 は高 い 相 関 を示 した(R=

　 　0.902、p<0.01)。 在 胎 週 数、 出生児体 重 と ともに

　　生存 日数 に有意 に相 関 していた(R=0.350、p=<

　 　0.01、R=0.275、 　p<0.01)。 母 親 の出 生時 年齢 と

　　在 胎週 数、 出生時体 重、周 産期 リス クとの間 には関

　　連が なか った。

　　母親年 齢が周 産期 リス クに及ぼす影 響 は特 に認 めな

　　か った。

7.ロ ジ ステ ィック回帰 分析 で、生存期 間(7日 未 満 と

　　 8日 以上 に分 類)を 母親年齢 、妊娠 時 リス ク、分 娩

　　児 リス ク、新 生児 リス ク、 アプガース コア1分 値 、

表1　 周産期 リスク因子のクロス集計

χ2(P値)
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫

①性別(男 、女)

② 生存 日数(<7日 、>8日) 0.996

③先天性疾患(有 、無) 0.080 0.267

④在胎週数(<34週 、>35週) 0.504 0.000 0.001

⑤出生体重(<2,000g、>2,000g) 0.863 0.000 0.029 0.000

⑥妊娠時 リスク(有 、無) 0.758 0.000 0.566 0.000 0.000

⑦分娩時 リスク(有 、無) 0.499 0.000 0.093 0.000 0.000 0.000

⑧新生児 リスク(有 、無) 0.731 0.001 0.051 0.000 0.000 0.000 0.OOO

⑨ アプガース コア1分 値(<5点 、>6点) 0.386 0.000 0.512 0.000 0.000 0.001 0.020 0.001

⑩アプガースコア5分 値(<5点 、>6点) 0.321 0.000 0.167 0.002 0.001 0.058 0.106 0.001 0.000

⑪母親年齢(<34歳 、>35歳) 0.506 0.244 0.210 0.525 0.415 0.724 0.383 0.417 0.348 0.123

⑫喫煙(有 、無) 0.708 0.234 0.296 0.167 0.310 0.540 0.520 0.503 0.738 0.486 0.456
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　　在胎週数、出生体重、直接死因の因子からみるとR2

　　 =0.302で あった。

8.搬 送については、乳児死亡のうち、母胎搬送 「有 り」

　　40名(22.7%)、 「無 し」1名(0.5%)、 「不明」137

　　名(77.8%)で あった。また新生児搬送 「有 り」36

　　名(20.4)、「無 し」57名(32.3%)、 「不明」85名(48.2%)

　　であった。

　以上の調査結果から、今後妊婦の健康管理 には前方視

的調査 による乳児死亡例 と非死亡例の比較を行い、その

結果 を踏 まえた根拠のある適切な生活指導が必要である

ことが判明した。その戦略実践のため妊婦に対するアン

ケー ト調査用紙を作成 し、現在調査 中である。
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てい くことが必要だった。今回の経過から学んだことと、

支援する立場の理学療法士 として今後行ってい くべ きだ

と考えていることを報告する。

Ⅱ.事 例紹介

　 Aく ん。生後6ヵ 月のときにA施 設で脳性まひ(痙 直

型両まひ)と の診断を受 け、外来通院で理学療法を開始

した。お しゃべ りが好 きな素直で明るい男の子である。

2001年4月 に学区の小学校に入学 した。学校生活では、

屋内は自力で車椅子 を操作 して移動 している。屋外の車

椅子移動には介助を要する。学習時間には、本人用の座

位保持椅子 と机を使用 している。用具の準備や図画工作

などの巧緻動作 と食事 の一部に介助 を要す るが、書字 ・

ページめ くり等は可能である。排泄にも介助を要するが、

手す りを使用 し立位 を保持することがで きる。両親 と兄

弟2人 の5人 家族である。Aく んは兄弟 と同 じ地域の学

校へ の通学を望み、両親 もAく んの学校への適応 をめ ざ

し積極的に療育 に参加 していたが 、父親の仕事の都合

で、主に母親が こどもの養育を している。

口述6

　「障害 をもつ こどもの学校生活適応」
一人の こどもへの支援 を通 して学んだこと

　　　　　　　　　　 川原田里美1)

1)大 学院　理学療法分野　生活障害支援領域

I.は じめに

　 こどもが障害 をもっていると既定の通園施設や養護学

校 という進路 をすすめられることが多 く、地域の保育園

や普通学校を選択することは、こどもと家族にとっては

大 きな挑戦の一つ となる。障害がなければ、ごく当た り

前の地域の学校への通学がこどもと両親にとって大 きな

挑戦 にならざるを得ない現状の背景には、「特殊教育」

として障害をもつこどもを地域社会から分離 して きた歴

史 と既成の概念がある。教育委員会や教 師は、障害 をも

つこどもが地域の学校 に入ることに対 して多 くの疑問や

不安 をもってお り、両親 も自分のこどもの権利を主張す

ることが困難であった。

　私たち理学療法士 は、従来か ら障害による機能的制約

や能力低下に対する支援を中心 としてきた。 しかし、一

人のこどもの学校生活への適応の過程では、こどもにか

かわる周囲の人の理解不足な どの 「社会的制約」が、こ

どもと家族の生活障害 となった。問題解決のために、理

学療法士はこどもと家族 を励まし続けながら、障害をも

つこどもを取 り囲む人たちの理解が得 られるよう努力 し

Ⅲ.学 校生活の経過－適応するうえでの問題点

　こどもと家族、特に母親は、1年 目に多 くの問題 を抱

え、学校生活についての悩みや不安が多かった。問題は

設備環境や人員配置、授業 ・行事への参加、他児童 との

かかわ りなど多面的 なものだった(表)。 これ らの問題

問題点

改修 ・環境
整備

支援員の配

置

1年 目

スロープの傾斜が急

すぎて危険

本人用の椅子が適合
せず作業能力低下

予算不足 ・他児童へ

の考慮という理由で

適合性への配慮に欠

ける

支援員の介助内容に

制限があり、母親の

付き添いも必要

2年 目

改修を希望している
がそのまま

適合した椅子を準備

し、積極的に使用

本人に適合した改修

を教育委員会に希望

授業参加 できないことについ

ては見学が多い

介助内容を教師と母

親で相談 し、母親の

付き添い時間が減少

行事参加
母親が主に介助、他

児童と分離

できないことは介助

を受けながら参加

他児童との

かかわり

介助にかかわる機会

が少ない

母親の介助減少、他

児童と交流

必要な介助の一部を

他児童に依頼

表 学校生活の問題の経過

の背景には、教師や教育委員会が こどもの受 け入れに消

極的で、こどもの障害についての理解を得 られない とい
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